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セグメント情報等
●セグメント情報

（注）1. 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、
差異調整につきましては、経常収益と連結損益計算書の経常収益計
上額との差異について記載しております。

2.「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント
であり、信用保証業、リース業、クレジットカード業等を含んでおり
ます。

3. 調整額は、次のとおりであります。
（1）セグメント利益の調整額△2百万円は、セグメント間取引消去であります。
（2）セグメント資産の調整額△29,178百万円は、セグメント間取引消去であります。
（3）セグメント負債の調整額△26,182百万円には、セグメント間取引消去△26,390

百万円及び退職給付に係る負債の調整額207百万円が含まれております。
（4）資金運用収益の調整額△82百万円は、セグメント間取引消去であります。
（5）資金調達費用の調整額△74百万円は、セグメント間取引消去であります。
4. セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

１.  報告セグメントの概要
　当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離され
た財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評
価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
　当行グループは、銀行業を中心とした金融サービスに係る事業を行っており
ます。なお、グループ各社が営む銀行業以外の事業については、重要性が乏し
いことから、銀行業のみを報告セグメントとしております。
　銀行業は、預金業務、貸出業務、商品有価証券売買業務、有価証券投資業
務、内国為替業務、外国為替業務等を行っております。
2. 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の
金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事項」における記載と同一であります。
　報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。
3. 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の
金額に関する情報

●関連情報
　前連結会計年度(自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日)
1.  サービスごとの情報

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
2. 地域ごとの情報
（1）経常収益
当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益
計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略しております。
（2）有形固定資産
当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の
有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略しております。
3. 主要な顧客ごとの情報
特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占め
るものがないため、記載を省略しております。

　当連結会計年度(自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日)
1. サービスごとの情報

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
2.  地域ごとの情報
（1） 経常収益
当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益
計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略しております。
（2）有形固定資産
当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表
の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略しております。
3.  主要な顧客ごとの情報
特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占
めるものがないため、記載を省略しております。

●報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
　該当事項はありません。

●報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
　該当事項はありません。

●報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
　該当事項はありません。

（注）1. 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、
差異調整につきましては、経常収益と連結損益計算書の経常収益計
上額との差異について記載しております。

2.「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント
であり、信用保証業、リース業、クレジットカード業等を含んでおり
ます。

3. 調整額は、次のとおりであります。
（1）セグメント利益の調整額△19百万円は、セグメント間取引消去であります。
（2）セグメント資産の調整額△33,153百万円は、セグメント間取引消去であります。
（3）セグメント負債の調整額△24,809百万円には、セグメント間取引消去△30,365

百万円及び退職給付に係る負債の調整額5,556百万円が含まれております。
（4）資金運用収益の調整額△95百万円は、セグメント間取引消去であります。
（5）資金調達費用の調整額△75百万円は、セグメント間取引消去であります。
4. セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

報告セグメント
銀行業 その他 合計 調整額

（単位：百万円）
連結財務
諸表計上額

106,675

642

107,317
33,533

8,242,851
7,560,908

5,547
77,753
5,509

3,157

8,283

1,965

10,249
2,746
41,628
24,764

86
200
87

44

114,959

2,608

117,567
36,279

8,284,479
7,585,673

5,634
77,953
5,596

3,201

114,959

-

114,959
36,277

8,255,301
7,559,490

5,634
77,871
5,521

3,201

-

△2,608

△2,608
△2

△29,178
△26,182

-
△82
△74

-

計
セグメント利益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目
　減価償却費
　資金運用収益
　資金調達費用　

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

経常収益
  外部顧客に対する
  経常収益
  セグメント間の
  内部経常収益

前連結会計年度(自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日)

合計その他有価証券投資業務貸出業務
（単位：百万円）

112,68928,39134,57849,719　外部顧客に対する
　経常収益

報告セグメント
銀行業 その他 合計 調整額

（単位：百万円）
連結財務
諸表計上額

104,203

450

104,654
31,442

8,143,667
7,500,642

5,013
76,098
5,689

3,928

8,485

2,089

10,575
2,664
43,904
25,531

79
179
85

23

112,689

2,540

115,230
34,107

8,187,571
7,526,174

5,093
76,278
5,774

3,951

112,689

-

112,689
34,088

8,154,418
7,501,364

5,093
76,183
5,698

3,951

-

△2,540

△2,540
△19

△33,153
△24,809

-
△95
△75

-

計
セグメント利益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目
　減価償却費
　資金運用収益
　資金調達費用

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

経常収益
  外部顧客に対する
  経常収益
  セグメント間の
  内部経常収益

　当連結会計年度(自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日)

合計その他有価証券投資業務貸出業務
（単位：百万円）

114,95928,94134,08951,927　外部顧客に対する
　経常収益

株価変動性（注1）
予想残存期間（注2）
予想配当（注3）
無リスク利子率（注4）

平成27年ストック・オプション

32.5％
２年３か月

１株あたり　12円
0.01％

付与対象者の区分及び人数
株式の種類別のストック・オプションの数（注）
付与日
権利確定条件
対象勤務期間
権利行使期間

平成25年ストック・オプション
当行の取締役13名、当行の執行役員8名
普通株式　144,400株
平成25年7月30日
権利確定条件は定めていない
対象勤務期間は定めていない
平成25年7月31日から平成55年7月30日まで

付与対象者の区分及び人数
株式の種類別のストック・オプションの数（注）
付与日
権利確定条件
対象勤務期間
権利行使期間

平成26年ストック・オプション
当行の取締役13名、当行の執行役員10名
普通株式　124,400株
平成26年7月30日
権利確定条件は定めていない
対象勤務期間は定めていない
平成26年7月31日から平成56年7月30日まで

権利確定前
　前連結会計年度末
　付与
　失効
　権利確定
　未確定残
権利確定後
　前連結会計年度末
　権利確定
　権利行使
　失効
　未行使残

－
－
－
－
－

59,100株
－

10,200株
－

48,900株

平成20年
ストック・
オプション

－
－
－
－
－

77,400株
－

13,200株
－

64,200株

平成21年
ストック・
オプション

－
－
－
－
－

103,500株
－

19,700株
－

83,800株

平成22年
ストック・
オプション

－
－
－
－
－

108,600株
－

22,700株
－

85,900株

平成23年
ストック・
オプション

－
－
－
－
－

136,600株
－

24,200株
－

112,400株

平成24年
ストック・
オプション

－
－
－
－
－

127,200株
－

22,400株
－

104,800株

－
75,100株

－
－

75,100株

－
－
－
－
－

平成25年
ストック・
オプション

平成26年
ストック・
オプション

124,400株
－

2,600株
121,800株

－

－
121,800株
29,400株

－
92,400株

平成27年
ストック・
オプション

平成20年
ストック・
オプション

平成21年
ストック・
オプション

平成22年
ストック・
オプション

平成23年
ストック・
オプション

平成24年
ストック・
オプション

平成25年
ストック・
オプション

平成26年
ストック・
オプション

平成27年
ストック・
オプション

権利行使価格

行使時平均株価

付与日における
公正な評価単価

1株あたり
978円

1株あたり
805円

1株あたり
686円

1株あたり
678円

1株あたり
526円

1株あたり
762円

1株あたり
902円

1株あたり
1,439円

1株あたり
1,414円

1株あたり
1,414円

1株あたり
1,414円

1株あたり
1,414円

1株あたり
1,414円

1株あたり
1,414円

1株あたり
1,414円 －

1株あたり
1円

1株あたり
1円

1株あたり
1円

1株あたり
1円

1株あたり
1円

1株あたり
1円

1株あたり
1円

1株あたり
1円

   （注）株式数に換算して記載しております。

　（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
　当連結会計年度（平成28年３月期）において存在したストック・オプションを対
象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

　　　①ストック・オプションの数

　　　②単価情報

3.  ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
当連結会計年度において付与された平成27年ストック・オプションについて
の公正な評価単価の見積方法は以下のとおりであります。

　（1）使用した評価技法　　ブラック・ショールズ式
　（2）主な基礎数値及び見積方法

（注）1.平成25年４月１日の週から平成27年７月20日の週までの株価の実績に
基づき、週次で算出しております。
2.就任から退任までの平均的な期間、就任から発行日時点までの期間などか
ら割り出した発行日時点での取締役の平均残存在任期間によって見積もっ
ております。
3.平成27年３月期の配当実績
4.予想残存期間に対応する国債の利回り

4.  ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効
数のみ反映させる方法を採用しております。

付与対象者の区分及び人数

株式の種類別のストック・オプションの数（注）
付与日
権利確定条件
対象勤務期間
権利行使期間

普通株式　75,100株
平成27年7月30日
権利確定条件は定めていない
対象勤務期間は定めていない
平成27年7月31日から平成57年7月30日まで

当行の取締役（社外取締役を除く）10名
当行の執行役員14名

平成27年ストック・オプション

（税効果会計関係）
1.  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　  繰延税金資産 
　 　 貸倒引当金 6,801百万円
　 　 退職給付に係る負債 11,477百万円
　 　 有価証券償却 3,039百万円
　 　 減価償却費 346百万円
　 　 その他 5,846百万円
　  繰延税金資産小計 27,511百万円
　  評価性引当額 △3,063百万円
　  繰延税金資産合計 24,448百万円
　  繰延税金負債 
　 　 その他有価証券評価差額金 △118,307百万円
　 　 その他 △54百万円
　  繰延税金負債合計 △118,361百万円

　  納税主体ごとに相殺し、連結貸借対照表に計上した純額
　　  繰延税金資産 1,591百万円
　　  繰延税金負債 △95,505百万円

2. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
　  との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳
　  法定実効税率 33.0％
　 （調整）
　  交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3％
　  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.6％
　  住民税均等割等 0.3％
　  評価性引当額の増減 △0.0％
　  税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 3.3％
　  その他 △0.5％
　  税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.8％

3.  法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等
の一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号)が平成28年３月29日に国
会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引
下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の
計算に使用する法定実効税率は従来の32.26％から、平成28年４月１日に開始す
る連結会計年度及び平成29年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれ
る一時差異については30.86％に、平成30年４月１日に開始する連結会計年度以
降に解消が見込まれる一時差異については30.62％となります。この税率変更に
より、繰延税金資産は29百万円減少し、繰延税金負債は5,170百万円減少し、その
他有価証券評価差額金は6,330百万円増加し、退職給付に係る調整累計額は131
百万円減少し、法人税等調整額は995百万円増加しております。再評価に係る繰延
税金負債及び土地再評価差額金、非支配株主持分に与える影響は軽微であります。

（関連当事者情報）
　関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

（1株当たり情報）
1株当たり純資産額 1,705.75円
1株当たり当期純利益金額 56.41円
潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 56.31円

（注）1.1株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額
の算定上の基礎は、次のとおりであります。
1株当たり当期純利益金額
　　親会社株主に帰属する当期純利益 21,322百万円
　　普通株主に帰属しない金額 －百万円
　　普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 21,322百万円
　　普通株式の期中平均株式数 377,967千株
潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額
　　親会社株主に帰属する当期純利益調整額 －百万円
　　普通株式増加数 643千株
　　　うち新株予約権 643千株
　　希薄化効果を有しないため、潜在株式
　　調整後1株当たり当期純利益の算定に －
　　含めなかった潜在株式の概要

2.1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。
　　純資産の部の合計額 653,053百万円
　　純資産の部の合計額から控除する金額 8,288百万円
　　　うち新株予約権 518百万円
　　　うち非支配株主持分 7,770百万円
　　普通株式に係る期末の純資産額 644,764百万円
　　1株当たり純資産額の算定に用いられた
　　期末の普通株式の数 377,992千株

3．「会計方針の変更」に記載のとおり、企業結合会計基準等を適用し、企
業結合会計基準第58－２項(４)、連結会計基準第44－５項(４)及び事業分
離等会計基準第57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っております。
　なお、 当連結会計年度において、 １株当たり情報に与える影響はありません。

（重要な後発事象）
　当行は、平成28年6月27日開催の取締役会において、関係当局の認可等を前提
に、100％出資による証券子会社の設立を決議しました。
１.  設立の目的
　多様化するお客様の資産運用ニーズに、ワンストップでお応えするため、総
合的な金融サービスを提供することを目的として設立するものであります。

２.  新設する証券子会社の概要
会　社　名 京銀証券株式会社（注）
本店所在地 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700番地
 （京都銀行本店東館6階）
資　本　金 30億円
出 資 比 率 当行100％
開業予定日 平成29年5月

  （注）金融商品取引法第31条の3の規定を踏まえ、当初、商号を「京銀証券準備
株式会社」として子会社を設立し、第一種金融商品取引業の登録後、「京
銀証券株式会社」に商号変更のうえ開業する予定としております。


